
















The Requirements for the Essential Facilities Theory:
A Comparison between the Regulations for Real-Networks




It is often recognized that an intellectual property right when being accompanied with
network effects will be under increasing returns and then, it could render the relevant markets
locked in. Under such circumstances, its right holder could not only get dominant positions
and restrict the competition and the innovation in the future.
The courts in the United States, however, seem to have no will to apply the essential facilities
theory to the cases of refusal to license the intellectual property in virtual-network industries,
although they have applied the theory to the cases of refusal to deal in real-network industries.
This paper aims to clarify the reasons for the attitude of the courts, comparing with the
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2 - I. Terminal Railroad事件
E F理論の基本判例であり、その救済措置に対して一定の評価が定着している本件は、ミ
ズJ)州セントルイス地域において、鉄道会社、フェリー会社及び橋の管理会社からなる共
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2-2. Otter Tail事件22)およびMC l事件23)
Terminal Railroad事件では、 E F理論の違法性要件が明確化されるまでには至らなか
った。続く　Otter Tail事件およびMC I事件において要件は整理され、明確化されたので
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MC I社にとって複製不可能なEFの範噂に入るものであった。 AT & TがEFへの接続
を拒絶したことは立証されているが、その行為の正当性あるいは技術的に困難であったこと
等は示されていない。一方、 MC I社はAT & Tにとって接続の提供が技術的にも経済
的にも可能であったことを立証していることから、拒絶を正当化できる施設へのアクセスを
求めているわけではない。よってAT & Tの行為は独占にあたり、違法である」31)。
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s.c. §271 (d) (4).
41) SCM Corp. v. Xerox Corp., 645 F. 2d 1195, 1207-09 (1981).
42) In Re Independent Service Organizations Antitrust Litigations, 989 F. Supp. 1131, 1134 (1997)では、 「特許権
あるいは著作権が適法に取得されている場合、特許法あるいは著作権法に基づき許容されているそれに付随する行
為は、反トラスト法に基づく責任問題にさらされることはない」、と判示された。
43) In Re Independent Service Organizations Antitrust Litigations, 203 F. 3d 1322, 1327-8 (2000).







制の検討(2 ・完)、 『民商法雑誌』 Vol.122、 No.l、 74 (2000)。
エッセンシャル・ファシリティ理論の違法性要件 199






搭載したワークステーションを製造していたが、 1993年、 Clipperの開発を中止し、 Intel製
のペンティアム・プロセッサ搭載機の製造に切り替えた。 IntergraphはIntelベースの
グラフィックス用ワークステーションを開発した最初のメーカーであり、 1994年以降Intel















lntel Corporation, Docket No. 9288.くwww.ftc.gov./os/1988/9806!intelfin.cmp.htm 〉.当該審判は、一定範囲内
で技術情報の開示を行うこと等を内容とする同意審決で決着している。
<www.ftc.gov. / os/ 1 9 9 9/9 9 0 3/do 92 88intel agreement.htm>.
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・役務への合理的なアクセスを拒絶する場合に責任を負荷する」、 Alaska Airlines, 948 F. 2d, 542.
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するものであろう　Blumenthal, William, "Three Vexing Issues under the Essential Facilities Doctrine:
ATM Networks as Illustration," Antitr,桁t Law Journal, Vol. 58, 855, 868 (1990).
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ばず、リアル・ネットワーク産業への法適用と同様に、 EF理論適用の余地はあるように思
われる。
さらに言えば、バーチャル・ネットワークを構成しそのプラットフォームとなった知的財
産権といえども、その新規性と有用性だけでそうした地位を手に入れることはほぼ不可能な
ことであり、クロスライセンシングやOEM等の普及手段によるところが大きい。すなわち
当該知的財産権の使用に合意した事業者たちのネットワーク効果があってはじめて、産業に
おける独占的プラットフォーム足り得る.極言すれば、彼らの協力があって、その地位を得
たとさえもいえなくはないo　これはバーチャルな共同行為と考えられる。
ネットワーク効果は、経済学では、ネットワーク外部性とも言われ、その効果自体を市場
において取引することが不可能なために、このように名づけられるのであるが、かといって、
たとえバ-チャルな行為であっても、共同行為によって達成されたその効果自体を、知的財
産権の法定排他権のもとに、プラットフォームの開発者に全て独占させてしまうことが、公
正であるとは、思い難い。ライセンス拒絶規制において真の問題となるのは、このようなネ
ットワーク効果の発生メカニズム、すなわちネットワ-ク形成における知的財産権と他の要
因の関係、が十分に解明されていない点であろう。 EF理論を適用することによって、研究
開発のインセンティブや補完財市場の競争がどのように変化するのかについても、明らかに
はされていない。今後、判例や学説を通じてこれらの諸問題が検討されることによって、競
争者要件における潜在的競争者や、施設のデュプリケ-ションの可能性/合理性についての
考え方も整理され、バーチャル・ネットワーク規制におけるEF理論の違法性要件が明確化
されることが望まれる。
